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１．はじめに










































































































































































































































勢や考え方（Tone at the Top）を明確に周知するために、明文化されたプログラムを設定し、不正を
予防又は発見し適切に対処する体制を整備することにより、不正リスクに適時かつ適切に対応すること
が企業等には求められる」28）としており、不正に対応する内部統制の構築に対するトップの関与を求め
ている。これを地方公共団体にあてはめるなら、内部統制の構築責任は一義的に長であるトップにある
ということになる。地方公共団体の監査委員においては当該組織の内部統制がどう構築され、また運用
されているのかを理解すること、また同時にトップの資質を理解することは重要になってくるものと考
えられる。
　これに関連してガイドラインでは「企業等の経営者等は、企業等が適切なガバナンスを構築するため
に、企業等の規模や属している業界に関係なく、高い倫理観を確保する必要がある。そして、発生又は
発覚した不正等に対して誠実に対応することで、監督当局を含むステークホルダーに、当該企業等の不
正リスクに対する姿勢と社会的責任を明確に示すことが重要である。不正リスクに対する有効なガバナ
ンスの構築は、不正リスクを抑止するための基盤である。不正リスクに対する経営者等の姿勢によっ
て、企業等の全社的な不正への取組を示すことができる」29）としておりトップの関与の必要性を改めて
示している。
（３）不正の予防と発見
　ガイドラインでは「不正の予防のための施策の第一は、組織内において動機・プレッシャーや姿勢・
正当化の要因となり得る事象を取り除き、又は行為の善悪を判断する基準を明確化することにより、役
職員が不正に手を染めるような内面的な要因を弱め、不正に対する心理的なハードルを高めることによ
り、・・不正の企図自体を抑止することである。次に、仮に役職員が個人的な事情で不正を企図するに
至った場合でも、それを実行する機会を与えないような予防的な統制が重要である。さらに、不正が行
われたとしても、短期間で発見されるための統制によって、不正による損失を最小化することが必要と
なる。有効な発見的統制は、不正は必ず発覚するという認識を役職員に与えることで、不正の企図自体
を抑止することにつながるのである」30）としており、不正を早期に発見するという観点での統制
（Detective Control）と予防という観点での内部統制（Preventive Control）の必要性を指摘している。
また併せて当該ガイドラインでも、前述の通り「機会」を減らす、あるいは与えないことの重要性を指
摘している。
　次にガイドラインでは、より具体的な不正の予防と発見のための施策として「１． 倫理に関する規
定・行動規範等の策定と研修、２． 不正の手口を勘案したコントロールの強化、３．不正の発生リス
クの低減を図るための組織体制作りと運用、４．不正対応の内部監査の実施、５．内部通報制度の整備
運用の見直し・高度化」31）を例示している。これらは地方公共団体の内部統制を構築する際のベンチ
マークとできるものであり、トップである長はもとより監査委員においても当該内容の理解が望まれる
ものといえる。
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５．おわりに
　本項では日本公認会計士協会が策定、公表している「不正監査基準」および「ガイドライン」を中心
に検討しながら、地方公共団体の監査委員監査に対する応用可能性について検討するものである。当該
基準およびガイドラインは、公認会計士が監査や不正調査を実施する際に準拠すべきものであるが、そ
の内容は地方公共団体の監査委員による監査、あるいは不適正な経理処理等の事案に対応する内部統制
の構築という観点でも応用可能であるものと考えられる。プライベートセクターであれパブリックセク
ターであれ、そこで発生する不正のリスク要因は、概ね①動機･プレッシャー、②機会、③姿勢・正当
化、の３つに分類できることが分かっている。
　地方公共団体のトップである長は、この中でも特に取り組みやすいと考えられる不正の「機会」を減
ずるような内部統制の構築および運用が求められるものであり、また同時に監査委員においては同様の
視点からの監査が必要である。
　ところで地方自治法199条10項では、「監査委員は、監査の結果に基づいて必要があると認めるとき
は、当該普通地方公共団体の組織及び運営の合理化に資するため、・・監査の結果に関する報告に添え
てその意見を提出することができる」と規定している。この規定によるなら、監査委員は監査を実施す
る、そして監査結果を提出・公表するという以外にも内部統制に資するような観点での意見を提出でき
ることになっている。
　公金を預かる地方公共団体の監査委員においては、民間レベルで実施されるような監査や不正調査も
視野に入れながら、不適正な経理処理等に対してより積極的な姿勢が望まれるものであり、またそれら
に対応するような内部統制の構築や運用についても適切な提言をしていくべきものと考えられる。
　そのような観点でも、本稿で検討した不正監査基準およびガイドラインは地方公共団体における不適
正な経理処理等をなくしていく上での一つの方向性を示してくれるものと考えられるのである。
（注）
１）「地方自治法抜本改正についての考え方（平成22年）」（以下、自治法改正の考え方）、総務省、平成23
年１月26日
２）「会計検査院法第30条の２の規定に基づく報告書－都道府県及び政令指定都市における国庫補助事業に係
る事務費等の不適正な経理処理等の事態、発生の背景及び再発防止策について－」（以下、会計検査院報
告）、会計検査院、2010年12月
３）前掲、自治法改正の考え方、P.18
４）「財務諸表監査における不正」（以下、不正監査基準）監査基準委員会報告書240、日本公認会計士協会、
平成23年12月22日（平成25年６月17日改正）
５）「不正調査ガイドライン」（以下、ガイドライン）経営研究調査会研究報告第51号、日本公認会計士協
会、平成25年９月４日
６）前掲、会計検査院報告、P.３
７）前掲、会計検査院報告、P.４
８）前掲、会計検査院報告、P.10-13
９）前掲、会計検査院報告、P.23 
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10）前掲、会計検査院報告、P.28
11）前掲、会計検査院報告、P.54-55
12）前掲、会計検査院報告、P.55-56
13）有川博著『会計検査制度概説』全国会計職員協会、平成19年２月、61－62頁。会計検査院の検査には大別
して書面検査と実地検査の２つの方法がある。書面検査は検査を受けるものから提出された書類を在庁して
検査する方法であり、実地検査は検査を受けるものの事務所や現場に出向いて、実地で検査する方法であ
る。実地検査においては、提出されていない書類などについて調査するほか、担当者や関係者から直接説明
や意見を聞いたり、財産管理の実態を把握したり等、実際の状況を確認するものである。検査報告に掲記さ
れて国会や内閣に報告される事項の大部分は、この実地検査で明らかになったもので、会計検査上、極めて
重要な検査方法となっている。
14）前掲、会計検査院報告、P.16
15）前掲、会計検査院報告、P.16-17
16）前掲、不正監査基準、P.１
17）前掲、不正監査基準、P.１
18）前掲、不正監査基準、P.１
19）前掲、不正監査基準、P.10-11
20）前掲、不正監査基準、P.29
21）前掲、不正監査基準、P.29
22）前掲、ガイドラインP.１
23）前掲、ガイドラインP.２
24）前掲、ガイドラインP.４
25）前掲、ガイドラインP.１
26）前掲、ガイドラインP.47
27）前掲、ガイドラインP.47
28）前掲、ガイドラインP.50
29）前掲、ガイドラインP.50-51
30）前掲、ガイドラインP.52
31）前掲、ガイドラインP.52
